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第６回「諸外国における対日メディア世論調査」
結果の概要

公益財団法人新聞通信調査会（理事長 西沢豊）は、2019年11 ～ 12月、アメリカ・イギリス・
フランス・中国・韓国・タイの６カ国を対象に「諸外国における対日メディア世論調査」を実施し
ました。調査はアメリカ・フランス・韓国は電話法、イギリス・中国・タイは面接法で行い、各
国とも約1,000人から回答を得ました。回答者の性別・年代別構成は各国の人口構成に近い比率
に割り当てられています。「対日メディア世論調査」は、2015年から年１回この６カ国で行って
おり、今回調査は６回目となります。今回の調査については、コロナウイルスの世界的な蔓延と
なる前に、６か国とも調査は終了しており、2015年から途切れることなくデータを収集できた
という意味で非常に貴重なものになったと考えています。

設問は各国共通の全17問で、調査を実施したすべての国で漏れなく回答を得ることができまし
た。具体的な質問項目は大きく分けて、①日本に関する情報源や期待する報道、日本のメディア
認知状況　②調査国間の相互好感度および信頼度、訪日経験および訪日意向、③各国新聞の信頼
度評価、ニュース視聴の利用媒体、ネットニュースの閲覧状況、報道の自由に対する意見　④東
京オリンピック・パラリンピック開催認知状況―の全４分野です。いずれの質問もあらかじめ設
定した選択肢から選んでもらいました。また、当調査で設定した質問のうちの幾つかは、当調査
会が毎年日本全国で実施している「メディアに関する全国世論調査」でも聞いています。該当質問
では直近調査（2019年８月実施）の結果を図表内に表記しているので適宜参照してください。た
だし、「諸外国における対日メディア世論調査」と数値を比較する際には、調査手法や全体的な質
問構成が異なることに留意する必要があります。調査結果の概要は以下の通りです。

１．新聞の情報信頼度評価
―新聞の情報信頼度、タイ・中国で70点近く。
　まず各国の新聞情報信頼度の結果から見てみ
よう。新聞の情報を全面的に信頼している場合
は100点、全く信頼していない場合は０点、普
通の場合は50点として点数を付けてもらった。
ただしアメリカは、現地調査機関の提言に従い

０～ 10点で質問したので、集計時に回答数値を
10倍した。この質問は第１回調査から続けて聞
いており、結果の平均値の経年比較を示したの
が図表１である。タイが68.5点で前回より0.3
点の低下、中国が66.9点で変化なし、フランス
が56.0点で1.2点の上昇、アメリカが55.3点
で2.8点の上昇、韓国が51.5点で6.7点の低下、
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イギリスが49.1点で2.8点の低下となっている。
当質問は前述の国内で８月に実施した「メディア
に関する全国世論調査」でも聞いており、その結
果は68.9点となっている（図表１）。韓国とイギ
リスで信頼度は低下しているが、これは該当国
における国内問題・政治と報道機関との関係が
国民の意識や評価に少なからず影響を与えてい
るものと推察される。（第１回調査時の中国は現
在と異なる調査機関で実施し、先方の判断によ
り質問ができなかった。）
　最近は「ニュース」に接触するための媒体とし
て、インターネットの台頭が著しく、もはや従来
型メディアの新聞・テレビ・ラジオをしのいでい
ると言っても過言ではない状況であろう。以下、
ＳＮＳの利用実態なども含め、ニュースとの接触
状況や意識を紹介する。まず、ニュース視聴の
利用媒体では、アメリカ・イギリス・フランス・
韓国・タイはテレビが、中国はインターネットの
ニュースサイトがそれぞれ１位となっている。２
位にはアメリカ・韓国はインターネットのニュー
スサイト、イギリス・フランスは新聞、中国はテ
レビ、タイはＳＮＳ（f a c e b o o k , t w i t t e rなど）
が続いている。新聞を紙面で読むか、電子版・
オンラインで読むかについて前回から尋ねてい
る。新聞を読む人のうち、イギリスは「紙のみ」、
中国は「電子版のみ」が50％を超えている。前回
と比べると、「紙のみ」は中国が9.0ポイント増、
フランスが6.5ポイント増となっているが、韓国

が10.6ポイント減、イギリスが5.1ポイント減と
なっている。ネットニュースやＳＮＳを見るのに
使用する機器は、前回と同様、６カ国とも「スマー
トフォン･携帯電話」が１位、「パソコン」が２位、

「タブレット」が３位となっている（図表２）。
　次に、インターネットのニュースを見る時に、
ニュースの出所を気にするか尋ねたところ、６カ
国すべてで「気にする」（「いつも気にする」と「ま
あ気にする」の合計）が60％以上となり、「気にし
ない」（「全く気にしない」と「あまり気にしない」の
合計）を大きく上回っている。「気にする」と答え
た人は、タイが82.2％で最も高く、アメリカ・フ
ランス・中国・韓国が70％台、イギリスが60％
台となっている。そのうち、「いつも気にする」の
はフランスが57.5％で最も高く、次いでアメリカ
46.1％である。前回調査と比較すると、「気にする」
の割合は韓国のみ増加している。昨年８月に新聞
通信調査会が実施した「メディアに関する全国世
論調査」では、「気にする」と答えた人が40.1％、

図表２ 新聞を紙、電子版のどちらで読むか
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注：(　)内は、前回調査の結果

図表３ ネットニュースの出所を気にするか
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【参考：第12回メディアに関する全国世論調査（2019年）より】

注1：棒グラフ右外側の数字は「いつも気にする」と「まあ気にする」の合計。
注2：（　）内は、左から第5回、第4回調査の結果。

図表１ 新聞の情報信頼度
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注：図表中の日本については「第12回メディアに関する全国世論調査
（2019年）」より参考として表記。2019年8月に全国18歳以上の
5,000人を対象に訪問留置法で行い3,051人（有効回収率61.0％）か
ら回答を得た。以下同じ。
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そのうち「いつも気にする」のは11.8％となってい
る。タイでは「気にする（計）」は82.2％と６カ国
の中で最も高い数値を示しているが、積極層とも
いえる「いつも気にする」は12.4％と低い点に注
意しなければならないだろう（図表３）。

２．「報道の自由」に関する意識
―「報道の自由は保障されるべき」は各国で
80％以上。
　「報道の自由」に関する人々の意識についても
第２回から継続して質問している。前回調査で

「報道の自由が侵害されていることがあると思
う」と「報道によって、プライバシーが侵害され
ていると思う」を新規設定し、今回は変更を加え
ず全て継続して質問した。これら4項目は日本
で実施している「メディアに関する全国世論調
査」と同一である。まず「報道の自由は常に保障
されるべきだ」については、「そう思う」がすべて
の国で80％を超えている。日本も80.8％で、「報
道の自由は保障されるべき」に対しては各国共通
して強い賛意が示されている。「国益を損なうと
いう理由で政府がメディアに圧力をかけるのは
当然だと思うか」については、「そう思う」がタイ
で80％超、イギリスと中国でほぼ70％、アメリ
カで60％弱、韓国・フランスで50％前後となっ
ている。「報道の自由が侵害されていることがあ
ると思うか」については、「そう思う」がイギリス・
タイで70％台、アメリカ・中国・韓国で50％以
上であるが、フランスでは40％台前半とやや低
い。「報道によって、プライバシーが侵害されて

いると思うか」については、「そう思う」がイギリ
ス・フランス・タイで70％を超えている。アメ
リカは60％台、韓国は50％台。中国は50％を
下回っている。過去の当質問結果紹介でも触れ
ているが、政府によるメディアへの規制や圧力
は認められて然るべきだ（注：質問として２番目
の「国益を損なうという理由で政府がメディアに
圧力をかけるのは当然だと思うか」）と考えてい
る人が他の国々と比べ日本（33.0％）ではかなり
少ない点は興味深い（図表４）。

３．日本に関する情報入手と報道への要望
―韓国、日本の報道に関心高まる。
　日本のメディアの認知状況に関しても過去５
回と同様に聞いている。ここでは「NHK（ワール
ドT V、ラジオジャパンなど）、共同通信社、時
事通信社、日本の新聞（朝日、毎日、読売、日経、
産経など）」の中から知っているものをすべて挙
げてもらったところ、６カ国とも「N H K」が最も
高く、「日本の新聞」がアメリカ以外で第２位と
なっている。総じて日本のメディアの認知度は
韓国が突出して高く、中国がそれに次いでいる。
欧米３カ国およびタイでは「知らない」人が70％
以上で、タイとアメリカでは80％を超えている。
　日本についての知識や情報の入手先（複数回
答）は、中国以外の５カ国で「自国のテレビ、新聞、
雑誌」が１位、「インターネット」が２位で、中国
は両者が逆転している。この結果も前回と同様
である。３位には６カ国とも「自分の家族や親戚、
知人」が挙げられている。

図表４ 報道の自由について（「そう思う」の回答比率）
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注：(　)内の数字は左から順に第5回、第4回調査の結果。
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　日本のことが報道されると関心を持って見聞
きするか否かについては、関心層（「とても関
心がある」と「やや関心がある」の合計）はタイで
77.1％、韓国で75.3％と高く、特に韓国では前
回から11.9ポイント増加している。以下、フラ
ンス・中国が60％台、アメリカが50％台で続い
ているが、イギリス（44.7％）では50％を下回っ
ている。イギリスでは第３回以降、50％未満で
推移している（図表５）。

　では、日本についてどのようなことを報道し
てもらいたいと思っているのか、メディアに期
待する内容を挙げてもらった。「科学技術」が上
位である点は共通しているが、それ以外の項目
は国によって差異が出ている。１位はタイを除
く５カ国で「科学技術」が、タイでは「観光情報」
が挙げられている。この点は第２回調査以降変
わらない。２位には、アメリカ・イギリスは「国
際協力や平和維持活動」、フランスは「生活様式
や食文化」、中国は「観光情報」、韓国は「政治、
経済、外交政策」、タイは「科学技術」が続いてい
る。前回調査と比較すると、「観光情報」はアメ
リカで６→４位に、フランスで６→５位に、「生
活様式や食文化」はイギリスで４→３位に、フラ
ンスで３→２位にそれぞれ上昇している。「政治、
経済、外交政策」は中国で７→５位に、タイで６
→４位に上昇している。欧米諸国での「観光」「文
化」面の上昇が目立っている（図表６）。
　コロナウィルス感染の影響もあり海外からの
訪日観光客は直近で大きく減少しているが、中

図表６ メディアに期待する報道内容－「報道してほしい」の回答比率

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 ６位 ７位 ８位
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食文化 歴史と文化 観光情報 政治、経済、

外交政策
ファッション､
アニメ､音楽 日本の皇族

59.2(55.9/58.3) 51.7(51.3/54.5) 47.7(46.9/45.1) 47.4(48.9/47.3) 46.9(45.1/43.1) 41.1(40.2/45.9) 29.4(30.5/32.1) 25.9(26.0/*)
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フランス

科学技術 生活様式や
食文化 歴史と文化 国際協力や

平和維持活動 観光情報 政治、経済、
外交政策

ファッション､
アニメ､音楽 日本の皇族

45.0(53.2/54.0) 37.2(47.1/47.1) 36.0(48.6/44.9) 35.5(42.7/45.2) 31.9(37.5/36.9) 31.3(39.4/43.1) 16.1(24.2/26.1) 8.9(12.2/*)

1←1 2←3 3←2 4←4 5←6 6←5 7←7 8←8

中国

科学技術 観光情報 ファッション､
アニメ､音楽

生活様式や
食文化

政治、経済、
外交政策 歴史と文化 日本の皇族 国際協力や

平和維持活動

72.7(71.7/69.8) 72.5(69.4/65.7) 64.0(66.9/64.1) 63.2(58.2/59.6) 54.8(49.7/42.6) 54.0(52.0/46.3) 41.9(54.5/*) 37.4(34.5/25.2)

1←1 2←2 3←3 4←4 5←7 6←6 7←5 8←8

韓国

科学技術 政治、経済、
外交政策

国際協力や
平和維持活動 歴史と文化 生活様式や

食文化 観光情報 ファッション､
アニメ､音楽 日本の皇族

81.1(83.8/85.6) 74.2(76.7/81.4) 70.1(72.5/78.8) 55.4(61.8/67.2) 47.4(58.0/61.7) 39.2(55.8/60.7) 30.8(37.2/42.1) 27.9(27.2/*)

1←1 2←2 3←3 4←4 5←5 6←6 7←7 8←8

タイ

観光情報 科学技術 生活様式や
食文化

政治、経済、
外交政策

国際協力や
平和維持活動 歴史と文化 日本の皇族 ファッション､

アニメ､音楽

92.5(94.3/90.7) 83.3(87.7/86.4) 82.4(86.8/83.9) 82.0(75.3/79.1) 80.1(79.1/80.8) 75.3(83.6/80.1) 73.4(73.4/*) 66.0(65.9/61.8)

1←1 2←2 3←3 4←6 5←5 6←4 7←7 8←8

注1：(　)内は、左から第5回、第4回調査の結果。
注2：各国の最下段は順位の変動を示す。左側の数字は今回順位、右側の数字は前回順位。
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図表５ 日本のことが報道されると関心を持つか
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長期的なトレンドでみれば訪日観光客は大きく
増加しており、何を目的として来日しているの
か、それを探ってみたいという観点で「サブカル
チャー」に関する新規質問を設定した。「サブカ
ルチャー」は日本独特の「文化」とも言われている
が、海外の人々はそれをどう見ているのであろ
うか。
　最初に、日本のアニメや漫画などのサブカル
チャーに関心があるか尋ねたところ、「関心があ
る」（「とても関心がある」と「やや関心がある」の
合計）と答えた人が中国で62.9％と最も多く、次
いでタイが46.8％、アメリカ・フランス・イギ
リスは20％台、韓国は18.4％となっている。次に、
日本のサブカルチャーに「関心がある」と答えた
人に、どのようなものに関心があるか尋ねたと
ころ、アニメは、中国・タイ・アメリカ・韓国
で１位、フランス・イギリスで２位となってい
る。なお、各国の質問文では「サブカルチャー」
という語句は使用しないで「あなたは日本のアニ
メ、漫画、ゲーム、コスプレ、フィギュア（人形）、
アイドルなどの文化に関心がありますか」と質問
した（図表７）。
　この結果を見ると、関心度について韓国の比
率が最も低いのはやや意外な印象を受ける。そ
こで現地調査実施機関にその原因を尋ねたとこ
ろ「韓国では日本のサブカルチャー、すなわちオ
タク文化にはマニアックで社交性が欠如してい
るといったような良くない印象がある。ゆえに、
人々は日本のサブカルチャーに興味があるとし
てもそれを公開したり他人に表明したりするこ

とは望まないので「関心がある」と答えない可能
性がある。更には、直近の反日感情の影響も捨
てきれない」との回答を得た。この点は参考意見
としてご覧いただきたい。
　では実際の訪日経験や訪日意向についてはど
うであろうか。訪日経験について見ると、経験
がある人は韓国で60.8％と突出しており、中国
とアメリカ（順に12.3％、10.6％）で10％強、イ
ギリス・フランス・タイでは5 ～ 8％となってい
る。第１回調査からの時系列変化を見ると、韓
国・タイは上昇傾向が続き、中国はほぼ横ばい
となっている。欧米諸国は年によって上下動が
みられる（図表８）。訪日意向は大きな変動があ
り、韓国が前回（57.7％）より23.5ポイント減の
34.2％、一方「行きたくない」が23.2ポイント増
の65.0％となり、最近の日韓関係が如実に表れ
ている。訪日意向が最も高いのはタイの83.2％
となっている（図表９）。

図表７ 日本のサブカルチャーへの関心
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４．日本に対する信頼度・好感度
―日本への好感度、韓国で大きく減少。
　当調査では、日本および調査各国間の好感度
と信頼度についても質問している。信頼度につ
いては前回調査まで各国から日本についてのみ
質問していたが、今回から好感度と同様に各国
間相互を追加した。
　まず日本に対する好感度（「とても好感が持
てる」と「やや好感が持てる」の合計）について
は、タイで最も高く95.7％、以下、アメリカで
82.8％、フランスで74.9％、イギリスで68.1％
と続き、大きく離されて中国で33.5％、韓国で
22.7％となっている。昨年度からの変化では、
イギリスは6.1ポイントの上昇となっているが、
アメリカ・フランス・タイはやや低下している。
韓国は9.3ポイントと大きく低下しており、こ
こ１年急速に悪化した両国間の関係を色濃く反
映している。日本を除いた６カ国間の相互好感
度について見ると、アメリカに対しては中国が
13.4ポイント、韓国が8.1ポイントそれぞれ低
下している。イギリスに対しては中国が前回よ
り9.0ポイント低下しているが、イギリス・フラ
ンスは依然相互に好感度が高い。中国に対して
はタイが前回より18.3ポイント上昇、韓国に対
しては中国が前回より8.2ポイント上昇している

が、中国・韓国とも欧米３カ国では低下している。
特に中国に対する好感度は、アメリカが10.8ポ
イント、フランスが5.5ポイントの低下となって
いる（図表10）。
　次に日本に対する信頼度（「とても信頼で
きる」と「やや信頼できる」の合計）は、タイが
95.6％で最も高く、アメリカ79.5％、フランス
76.6％、イギリスが63.0％と続き、大きく離さ
れて中国は25.7％、韓国は13.0％となっている。
時系列変化を見ると、上昇傾向にあった中国で
今回は前回から6.7ポイント低下し、韓国も5.1
ポイント低下している（図表11）。日本を除い
た６カ国間の相互信頼度について見ると、アメ
リカはイギリス・フランス・日本・タイの順に、
イギリスはフランス・日本の順に、フランスは
イギリス・日本・アメリカ・タイの順に50％以
上となっている。中国はフランス・イギリス・
タイの順に、韓国はイギリス・フランスの順に、
タイは日本・イギリス・フランス・アメリカ・韓国・
中国の順に50％以上である（図表12）。

図表10 各国間の好感度－「好感が持てる」の回答比率 （%）
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英 68.1 63.1 ＊ 69.6 43.0 33.9 56.5 

仏 74.9 58.0 72.0 ＊ 38.3 52.5 58.1 

中国 33.5 46.1 73.3 87.1 ＊ 45.0 71.3 

韓国 22.7 64.2 68.8 68.4 31.9 ＊ 59.0 

タイ 95.7 86.8 89.2 83.8 69.9 73.5 ＊

【第5回】
対　　象　　国

日本 米 英 仏 中国 韓国 タイ

実
　
施
　
国

米 85.7 ＊ 84.1 77.4 54.4 51.5 68.9 

英 62.0 61.7 ＊ 68.1 45.5 34.4 55.3 

仏 79.1 56.1 74.7 ＊ 43.8 56.4 65.3 

中国 33.9 59.5 82.3 86.7 ＊ 36.8 67.2 

韓国 32.0 72.3 72.6 72.1 28.6 ＊ 56.2 

タイ 96.5 84.8 89.5 84.5 51.6 69.7 ＊

図表12 各国間の信頼度－「信頼できる」の回答比率 （%）

１位 ２位 ３位

【信頼度】
対　　象　　国

日本 米 英 仏 中国 韓国 タイ

実
　
施
　
国

米 79.5   ＊ 87.0 80.9 34.4 44.2 61.8 

英 63.0 49.7   ＊ 65.4 31.0 30.9 46.7 

仏 76.6 58.4 78.5   ＊ 37.1 49.8 54.5 

中国 25.7 39.1 68.7 83.7   ＊ 48.3 67.0 

韓国 13.0 48.8 63.0 62.7 13.8   ＊ 45.9 

タイ 95.6 83.6 88.1 85.4 65.9 69.2   ＊

図表11 日本の信頼度－「信頼できる」の回答比率
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５．東京五輪・パラリンピック開催
―認知率は中国がトップ。
　当調査では最後に、今年７～９月に開催予定
の東京オリンピック・パラリンピックに関する
認知状況を昨年に続いて質問した。まず2020
年東京オリンピック・パラリンピックの開催を

「知っている」と答えた人は韓国で91.6％と最も
多く、次いで中国で80.6％、以下、フランスで
69.2％、イギリスで64.6％、アメリカで55.6％
となっているが、タイでは41.9％と半数に満た
ない。初めて質問した前回調査と比べると、韓
国が18.9ポイント増、イギリス11.8ポイント増、
フランス9.0ポイント増、アメリカ7.1ポイント
増となっているが、中国は6.7ポイント減、タイ
は1.0ポイント減となっている。次に、東京オ
リンピック・パラリンピックの報道を自国のマ
スメディアで見聞きしたことがあるか尋ねたと
ころ、「ある」と答えた人が韓国で77.1％と最も
多く、次いで中国が66.4％、フランス・イギリ
ス・タイ・アメリカは30 ～ 40％台となっている。

前回と比べると、韓国が21.0ポイント増、イギ
リス13.7ポイント増、フランス12.7ポイント増、
アメリカ6.1ポイント増となっているが、中国は
6.4ポイント減、タイは11.2ポイント減となっ
ている。認知率および自国メディアで見聞きし
た経験はいずれも韓国が最も高く、中国が次い
でいる（図表13）。

調査の概要
●調査国と調査日程、調査方法、調査会社、調査地域

調査国 調査日程 調査方法 調査会社 調査地域

アメリカ 11月25日 ～12月1日 電話調査 ＳＳＲＳ 全国

イギリス 12月4日 ～8日 面接調査 ＴＮＳ 全国

フランス 11月25日 ～30日 電話調査 ＣＳＡ 全国

中国 12月1日 ～5日 面接調査 ＣＲＣリサーチ 
センター

北京、上海、広州、瀋陽、西安、
成都、武漢、合肥、南京、青島

韓国 11月25日  ～12月3日 電話調査 Gallup Korea 全国

タイ 11月15日 ～12月15日 面接調査 ＩＰＳＯＳ Thailand バンコク、チェンマイ、 
ウドーンターニー、ソンクラー

※電話調査では、複数回答の質問において、回答に偏りが出ないよう、選択肢の読み上げ順をランダムにした。

図表13 東京五輪・パラリンピックについて
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2月の時事世論調査
2月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比1.8
ポイント減の38.6%、不支持率
は2.8ポイント増の39.8％だっ
た。不支持率が支持率を上回っ
たのは、1年半ぶり。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で2月6日から9日に実施。
有効回収（率）は1,222（61.1％）。

この時期の国内の動きは、
安倍首相、中東歴訪：サウジ

アラビア、アラブ首長国連邦、
オマーンの3国を訪問し、自衛隊
の中東派遣に理解を求めるとと
もに、対立する米国とイランの
緊張緩和を訴えた（1月11日～
15日）。

新型肺炎、国内で初確認：厚
生労働省は、新型コロナウイル
スが発生している中国・武漢市
から帰国した神奈川県の中国人
30代男性から同型ウイルスの陽
性反応が出たと発表（1月16日）。

19年自殺者、2万人割る：厚
生労働省は、警察庁統計に基づ
く2019年の自殺者数（速報）が1
万9959人だったと発表。1978
年の統計開始以来、速報値で初
めて2万人を割り込んだ。減少は
10年連続（1月17日）。
「チバニアン」正式決定：国際

地質科学連合は、千葉県市原市
の養老川沿いにある地層「千葉セ
クション」を「国際標準模式地」に
認定。約77万4千年前から12万
9千年前の地質時代が「チバニア
ン（千葉時代）」と正式に命名され
た（1月17日）。

貿易収支2年連続赤字：財務
省の2019年貿易統計速報（通関
ベース）によると、輸出額から輸

をもって欧州連合を離脱した。
ＥＵ加盟国の脱退は初めて（1月
31日）。

トランプ大統領に無罪評決：
トランプ米大統領のウクライナ疑
惑をめぐる弾劾裁判で、与党・共
和党が多数派を占める上院は、権
力乱用と議会妨害のいずれについ
ても無罪評決を下した（2月5日）。

タイの兵士が銃乱射：タイ東
北部ナコンラチャシマ県で陸軍
兵士の男がショッピングモール
に立てこもり、銃を乱射。29人
が死亡、58人が重軽傷を負った（2
月9日）。

政党支持率　自民党は前月比
0.6ポイント減の24.3％だった。
立憲民主党は2.3ポイント増加で
5.6％、公明党は0.6ポイント減
の2.8％、共産党は1.0ポイント
減の1.6%、日本維新の会は0.3
ポイント増の1.3％。支持政党な
しは60.6％で前月比0.2ポイン
ト増。

国民の景気感　「良くなった」
は前月比0.2ポイント減の3.6％、

「悪くなった」は3.4ポイント増で
33.1％。時事世論景気指数は前
月より9ポイント低下して75と
なった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比0.3
ポイント増の4.8％、「苦しくなっ
た」は2.0ポイント減の20.8％
だった。

入額を差し引いた貿易収支は1兆
6438億円の赤字だった。貿易赤
字は2年連続（1月23日）。

新型肺炎を指定感染症に：政
府は、中国・武漢市で発生した
新型コロナウイルスによる感染
症を、強制的入院や就業制限を
可能にする「指定感染症」とする
ことを閣議決定（1月28日）。武
漢市在留の日本人206人が、日
本政府のチャーター機第1便で帰
国。感染症関係での邦人退避の
帰国支援は初めて（1月29日）。

情報収集衛星、打ち上げ成功：
三菱重工業は、政府の情報収集
衛星光学7号機を種子島宇宙セ
ンターからH2Aロケット41号
機で打ち上げた（2月9日）。

国外では、
米中貿易協議、第１段階署名：

米中両国は、貿易協議「第１段階」
の合意文書に署名。中国が米国
産品の輸入拡大や知的財産権保
護などに応じる代わりに、米国
は貿易戦争が本格化した2018年
夏以降で初めて制裁関税の一部
を引き下げる（1月15日）。

ロシア内閣総辞職：メドベー
ジェフ首相率いる内閣が総辞職。
新首相は、プーチン大統領が提
案していた連邦税務局のミハイ
ル・ミシュスチン長官に決まっ
た（1月16日）。

国際司法裁がミャンマーに迫
害防止命令：国際司法裁判所は
ミャンマー政府に対し、イスラ
ム系少数民族ロヒンギャへの迫
害を防ぐあらゆる手段を講じる
よう仮保全措置命令を出した（1
月23日）。

新型ウイルス封じ込めへ交通
遮断措置：中国当局は、武漢市
の航空便や鉄道の運行を無期限
で停止し、有料道路なども封鎖。
さらに、周辺地域にも交通遮断
措置を拡大した（1月23日）。

W H O、緊急事態宣言：世界
保健機関は、中国を中心に拡大
している新型コロナウイルス感
染による肺炎について「国際的に
懸念される公衆衛生上の緊急事
態」に当たると宣言（1月30日）。

E U離脱：英国は、１月31日

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2012年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年
97.2 143.8 129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9
19年 （１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）

126 115 114 114 117 105 111
（８月）（9月）（10月）（11月）（12月） 20年 （１月）（２月）

106 106 96 105 104 84 75

政党支持率（上段：２月、下段：１月）
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